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1 インドネシア
大阪ガスエンジニアリン
グ株式会社
(4120001014058 )

-
ＡＣＦ大気浄化ユニット普
及促進事業

公共事業省道路総局を対象に、現地での実証活動や技術セミナーを通し、交通渋滞の激しい
道路沿道の学校や病院等におけるACF（高活性炭素繊維）ユニットの局所的な窒素酸化物低
減対策の理解促進を図るもの。

2 インドネシア
日本電気株式会社
（7010401022916 ）

住友林業株式会社
（4010001090011 ）

森林火災監視・即応シス
テム普及促進事業

環境林業省持続森林経営総局を対象に、動態管理技術と森林火災検出技術を組合わせた森
林火災監視・即応支援システムの実証を通して、森林火災対応能力の向上を図り、火災対策
支援サービスの普及を目指すもの。

3 フィリピン
日本磁力選鉱株式会社
(4290801002880 )

-
電気電子機器廃棄物リサ
イクルシステム普及促進
事業

セブ市を対象に、北九州市の家電リサイクル法等を含む電気電子機器の回収・処理技術に係
る知見の共有を通じて、電気電子機器廃棄物のリサイクルシステム構築に向けた地方行政の
役割及び適切なリサイクル処理技術の理解促進を図るもの。

4 タイ
株式会社三菱東京UFJ
銀行
(5010001008846 )

株式会社日立製作所
(7010001008844 )

電子記録債権サービス普
及促進事業

タイ中央銀行や財務省等を対象に、提言やセミナー等を通じ、企業の支払事務の合理化や資
金調達の多様化・円滑化に有用な日本式電子記録債権をモデルとした決済・ファイナンスサー
ビスの理解促進を図るもの。

5 カンボジア
コニカミノルタ株式会社
(5010001084367 )

-
放射線デジタルシステム・
安全管理技術普及促進
事業

国立医療技術学校及び保健省病院サービス部を対象に、医療用放射線機器のデジタル化に
よる画像診断の向上及び放射線被曝量の安全管理技術の理解促進による現地での普及を図
るもの。

6
アゼルバイジャ
ン

日揮株式会社
（3010001008732 ）

-
後発医薬品製造管理技
術普及促進事業

保健省、経済産業省及びスムガイト化学工業団地を対象に、本邦での現場視察や現地での
講義等を通じ、医薬品製造技術、製造・品質管理基準の理解促進を図り、同国初の医薬品製
造を目指すもの。

7 メキシコ
オムロンヘルスケア株
式会社（7130001024920
）

-
スマホアプリ肥満解消プ
ログラム普及促進事業

保健省及び社会保険庁所管の病院を対象に、デジタル体重計、歩数計及びスマートフォンア
プリを組み合わせた日本式肥満解消プログラムの有効性を実証し、国家レベルのプロジェクト
としての採用を働きかけるもの。

8 メキシコ
日本光電工業株式会社
（2011101016254 ）

- ＡＥＤ普及促進事業
メキシコ国立自治大学を対象に、医師、看護師、医療スタッフに一次救命措置の講習を行い、
将来的には、一般市民によって除細動が実施される環境を整備することにより、AED（自動体
外式除細動器）の普及を促すもの。

9 ガーナ
テルモ株式会社
（3011001015116 ）

-
輸血感染対策普及促進
事業

国立血液サービスセンター及びクマシ教育病院を対象に、全血病原体低減化装置の使用方
法の習得及び輸血安全監視体制のトレーニングを行い、マラリア等輸血感染防止対策として
安全且つ持続可能な血液の供給体制構築を図るもの。

10 ケニア
豊田通商株式会社
（6180001031731 ）

株式会社上組
（6140001006951 ）、
三井造船株式会社
（9010001034946 ）

モンバサ港ターミナルシス
テム・運営技術普及促進
事業

ケニア港湾公社を対象に、ターミナルオペレーションシステムの活用及び荷役機械の操作手
法に係る技術指導と本邦での視察を通じて、ターミナル運営の効率化を目指すもの。

11 ナミビア
シスメックス株式会社
（9140001009530 ）

-
臨床検査室品質管理技
術普及促進事業

国立ナミビア病理学研究所を対象に、血液分析装置、オンライン保守管理システム、トレーニ
ングマニュアルの提供を通じて、国際基準に適合した医療検査室の品質管理システムを構築
し、医療提供レベルの向上を図るもの。

12 ザンビア
エアロセンス株式会社
（2010001169641 ）

-
小型無人航空機（ドロー
ン）を用いた物流サービス
普及促進事業

保健省臨床治療診断局を対象に、デモ航行の視察やセミナーの開催等を通じて、保健医療分
野の新たな物流インフラとして自律型無人航空機の有用性の理解促進を図り、事業展開の基
盤を固めるもの。
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